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林業復活・地域創生を推進する国民会議
会長　三村 明夫趣　旨

１． 私たち「林業復活・地域創生を推進する国民会議」は、2013 年に「林業復活を成長戦略の一 
 つとして位置付け、経済界を挙げて国産材需要拡大の国民運動を展開することにより、地域の 
 雇用を創出し、地域を活性化する」ことを目的として活動を開始した。政府も 2014 年以降、 
 日本再興戦略の中で、林業の成長産業化を強力に推進していくことを謳っている。これを受け 
 て林業四団体も、2015 年 10月に、国産材需要の拡大と安定供給体制の確立を自らの手で推 
 進することを宣言した。

２． 林業の復活と成長産業化は、地方創生の目的と軌を一にしている。地域住民が安心して誇りを 
 もって暮らせる地域にするため、さらには地域を持続可能なものにするため、自立的で成長力 
 のある経済基盤を構築していかなければならない。そのためには、地域内外の経済の好循環を 
 創出、促進していくことが必要であり、林業をはじめとする地域の多様な産業間の連携によっ 
 て、既存の商品・サービスの高付加価値化や新たな商品・サービスを生み出していくことが求 
 められる。

３． 国産材の自給率は、徐々に向上してきたが、「2020 年までに自給率 50%」という我が国の目 
 標には依然として遠いうえ、2030 年の我が国の CO2 削減目標における吸収源としての役割を 
 どう果たすか、TPP への対応をどうするか、林業を取り巻く課題は多い。

４． こうした課題を克服し、林業復活・地域創生を実現するため、以下の取り組みを官民が連携し 
 て推進すべきである。

 （1）国産材需要の拡大
 自給可能な森林蓄積の有効活用は、資源の乏しい我が国にとって不可欠な取り組みである。 
 このため、CLT（直交集成板）など付加価値の高い製品の開発・普及と輸出の促進や、木質 
 バイオマス発電・熱利用の拡大、法・基準認証制度の改正による公共・民間建築物等の木造・
 木質化の加速など、需要を創造し、森林資源を循環的に利活用する方策の具体化が急務で 
 ある。

 （2）多様な森林マネジメントの導入
 その際、留意すべきは、需要拡大に応じた伐採を、再造林放棄地の拡大に繋げてはならな 
 いということである。重要な国富である森林資源を孫子の代まで、価値を維持・向上させ 
 ていくためには、将来の外部環境 ( 気候や需要等 ) の変化も念頭においた、多様で柔軟性 
 に富む実効ある森林マネジメントを推進すべきである。

 （3）国民に愛される森林づくり
 欧州のように、森林の基本的機能とされる、生産と保全、レクリエーションとレジャー、 
 双方のバランスをとることによって、国民に愛され、国民が誇りに思える森林や里山づく 
 り、世代を超えた国民の意識啓発と中長期の次世代人材育成を進めることが望まれる。

５． 我が国を挙げて、国産材の資源の活用に抜本的に取り組んでいくことが、必要不可欠となって 
 いる。今こそ、政府、林業界、2次・3次産業界が、（1）国産材需要の拡大、（2）多様な森林 
 マネジメントの導入、（3）国民に愛される森林づくり、に積極的かつ、協同しながら、林業を
 復 活させ、成長産業化を通じた地域創生への取り組みを加速させていく “まさにその時” である。
 



国民に愛される森林づくり

国産材需要の拡大

提　言

木と触れ合う効用（健康志向）の見える化

レクリエーションやレジャーを通じた森林・林業への理解の推進

森林や木に親しむ次世代の人材育成

フォレストプロダクツ学（多角的視点による高等教育）の導入

地籍の早期明確化による大規模集約化の促進

将来世代における価値創造を念頭においた持続的な再造林システムの再構築

多様な森林づくりを実現する柔軟性ある補助金システムの導入

スマート林業化（IT・ロボット・機械の活用）による生産効率の改善

国際森林認証制度のさらなる促進

東京オリンピック・パラリンピックにおける象徴的な国産材建築物の実現と普及

CLT（直交集成板）等、付加価値の高い製品の開発・普及

プロダクト&プロセスイノベーションを加速させるための中長期的な支援

木造・木質化技術の標準化

木造・木質化を促進するためのインセンティブの導入

持続可能な木質バイオマスエネルギー活用モデルの早期確立

アーティスティック、感性志向からの国産材活用促進・社会的価値づくり

国産材加工品の輸出拡大に向けたマーケティングと販路開拓

山元と消費地をつなぐ連携モデルや山元と消費者をつなぐ 6次産業化の推進

国産材需要（公共・民間建築物等）の拡大を一層加速させる法・基準認証制度の改正

多様な森林マネジメントの導入


